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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 108,455 12.2 6,891 14.9 7,029 15.0 3,671 5.3

18年９月中間期 96,657 10.2 5,995 △5.8 6,113 △5.4 3,488 △7.9

19年３月期 197,768 － 12,750 － 12,964 － 7,492 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 58 19 － －

18年９月中間期 55 23 － －

19年３月期 118 62 － －

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 －百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 83,406 51,373 61.6 815 14

18年９月中間期 74,452 45,508 61.1 720 52

19年３月期 79,251 48,857 61.6 773 55

（参考）自己資本 19年９月中間期 51,373百万円 18年９月中間期 45,508百万円 19年３月期 48,857百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 4,039 △2,412 △1,089 12,205

18年９月中間期 3,843 △2,594 △638 10,102

19年３月期 9,313 △5,791 △1,369 11,644

２．配当の状況

 １株当たり配当金

（基準日） 中間期末 期末 年間

 円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 10 00 12 00 22 00

19年９月中間期 12 00 －
24 00

20年３月期（予想） － 12 00

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 220,000 11.2 14,160 11.1 14,420 11.2 7,940 6.0 125 98
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　有

（注）詳細は、17ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び20ページ「中間連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 67,165,592株 18年９月中間期 67,165,592株 19年３月期 67,165,592株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 4,141,374株 18年９月中間期 4,005,072株 19年３月期 4,005,136株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 107,596 12.1 6,834 13.7 6,979 13.9 3,643 4.0

18年９月中間期 95,983 10.3 6,008 △5.3 6,128 △4.9 3,504 △7.3

19年３月期 196,296 － 12,689 － 12,909 － 7,460 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 57 74

18年９月中間期 55 49

19年３月期 118 12

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 83,249 51,584 62.0 818 48

18年９月中間期 74,480 45,794 61.5 725 06

19年３月期 79,185 49,096 62.0 777 34

（参考）自己資本 19年９月中間期 51,584百万円 18年９月中間期 45,794百万円 19年３月期 49,096百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 218,300 11.2 14,060 10.8 14,330 11.0 7,890 5.8 125 18

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、不確定な要素を含んでおり

ます。実際の業績等は、今後様々な要因によって、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の３ページをご参照ください。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

 （当中間期の経営成績）

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高騰に伴う原材料などの価格上昇や金利動向など、景気に対する

懸念材料は残るものの、好調な輸出や設備投資の増加などにより、企業業績も堅調に推移し、景気はゆるやかな回復

基調で推移いたしました。しかしながら個人消費においては、税金や年金問題など先行きの不安感などから、引続き

力強さにかける状況で推移いたしました。

　ドラッグストア業界におきましては、競合他社による積極的な出店や価格競争など、依然として厳しい経営環境が

続いております。　

　このような状況のもと、当社グループは引続き積極的な出店及び改装などを行うとともに、規模拡大にともなう人

材の教育及び組織の強化などに取組みつつ、着実に事業の拡大を図ってまいりました。

　新規出店におきましては、地域別に東北地区で２店舗、関東地区で８店舗、近畿地区で１店舗、中国地区で１店舗、

九州地区で３店舗の合計15店舗を新規開設し、子会社では調剤薬局１店舗を新規開設いたしました。また、フランチャ

イズ店は１店舗の契約締結と１店舗の解約をおこないました。

　既存店につきましては、１店舗を閉店したほか、13店舗の改装を行い活性化図りました。また直営ドラッグストア

への調剤併設は、３ヶ所増加し、併設店舗は合計42ヶ所となりました。

　以上の結果、当中間連結会計期間末の店舗数は、直営店舗355店舗、子会社の調剤薬局15店舗、フランチャイズ店舗

119店舗となりグループ全体で489店舗となりました。

　連結売上高は、既存店が７月に雨天の影響などで前年割れしたものの、通期では計画に対してプラスで推移し、新

規出店の遅れを吸収し若干ながら計画を上回り前年同期比12.2％増の1,084億55百万円となりました。

　連結売上総利益は、化粧品の粗利の改善及びポイント販促の効果などにより前年同期比14.1％増の251億９百万円と

なりました。

　連結販売費及び一般管理費は、ポイント販促強化による販売費の増加及び人材確保に向けた採用費の増加の影響は

あったものの、新規出店の遅れなどにより、当初計画を若干下回り前年同期比13.7％増の182億18百万円となりまし

た。

　連結営業利益及び連結経常利益は、既存店が好調に推移したことに加え、売上総利益率の改善などもあり、それぞ

れ増加し、連結営業利益は、前年同期比14.9％増の68億91百万円、連結経常利益は、前年同期比15.0％増の70億29百

万円となり、経常利益率は、前年同期比0.2ポイントの改善となりました。

　特別損失につきましては、当中間会計期間よりポイント制度にともなうポイント費用引当金を計上することとした

ため、過年度発生したポイント残に対応する分として６億76百万を計上いたしました。

　以上の結果、連結中間純利益は、前年同期比5.3％増の36億71百万円となり、増収増益を確保しました。

 （通期の見通し）

　平成20年３月期の通期見通しにつきましては、原油高騰の影響及び米国のサブプライムローン問題など懸念材料は

残るものの景気は引続き底堅く推移するものと思われます。

 　しかしながら、個人消費に関しましては、年金問題や原油高騰による影響など懸念材料を払拭できないまま、引続

き力不足に欠ける状況で推移するものと思われます。

　ドラッグストア業界におきましては、大手企業を中心に引続き積極的な出店及びＭ＆Ａなどが予想され、引続き厳

しい経営環境が続くものと思われます。

　このような状況のもと、当社グループは、お客様の視点に立った精度の高い出店政策を全国的に進めるとともに、

改装や品揃強化などによる既存店の活性化を図りつつ、着実に事業の拡大を図ってまいります。

　

　平成20年３月期の通期グループ全体の出店戦略は、全国に直営45店舗、子会社の調剤薬局２店舗、フランチャイズ

10店舗のグループ合計57店舗を計画しております。また、既存店におきましては、引続き積極的な改装を行うととも

に、直営店舗への調剤併設を推進してまいります。

　以上により、通期の連結業績は、売上高2,200億00百万円（前年同期比11.2％増）、営業利益141億60百万円（同

11.1％増）、経常利益144億20百万円（同11.2％増）、当期純利益79億40百万円(同6.0％増）を予想しております。
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(2）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

　当中間連結会計期間末の資産につきましては、前年度末より41億55百万円増加し、834億６百万円となりました。

これは主に15店舗の新規出店などにより、たな卸資産及び有形固定資産の増加によるものであります。

　負債は、前年度末より16億39百万円増加し、320億32百万円となりました。これは主に仕入高増加に伴う買掛金

の増加などであります。

　純資産は、前年度末より25億15百万円増加し、513億73百万円となりました。これは主に利益剰余金の増加によ

るものであります。

②キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の

取得による支出等の要因により一部相殺されたものの、税金等調整前中間純利益が62億28百万円（前年同期比

4.0％増）となったこと等により、前年度末に比べ５億61百万円（前年度末比4.8％増）増加し、当中間連結会計

期間末には122億５百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は40億39百万円（前年同期比5.1％増）となりました。これは主に売上債権が８億

85百万円及びたな卸資産が４億43百万円増加したものの、税金等調整前中間純利益を62億28百万円獲得したこと

を反映したこと等によるものであります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は24億12百万円（同7.0％減）となりました。これは主に有形固定資産の取得によ

る支出16億61百万円及び貸付けによる支出３億18百万円を反映したこと等によるものであります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は10億89百万円（同70.7％増）となりました。これは主に配当金の支払額７億56

百万円及び自己株式の取得による支出３億32百万円を反映したこと等によるものであります。

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

中間 期末 中間 期末 中間

自己資本比率（％） 60.2 61.5 61.1 61.6 61.6

時価ベースの自己資本比率（％） 309.4 282.5 229.9 192.5 197.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.0 0.0 0.0 － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 3,579.6 4,401.1 10,501.4 19,085.6 －

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは連結（中間連結）キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

※有利子負債は、連結（中間連結）貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりますまた、

利払いについては、連結（中間連結）キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

　当社グループの利益配当につきましては、将来の事業展開、経営体質の強化及び配当性向などを総合的に勘案し、

安定的・継続的な配当による利益還元を基本方針としております。

　内部留保につきましては、積極的な多店舗展開及び改装の設備資金等に充当し、業容の拡大と事業基盤の強化を図

り、業績の向上、経営効率の向上に努め、株主の皆様のご期待に応えてまいりたいと考えております。

　当連結会計年度の配当につきましては、業績予想並びに将来の事業展開、などを総合的に判断し、中間配当は１株

につき12円とし、期末配当については、１株につき12円を予定しております。
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(4）事業等のリスク

　当社グループの事業上のリスクと考えられる主な事項は以下のようなものがあります。必ずしも事業上のリスクに

該当しないものについても、投資判断上重要と考えられる事項については積極的に開示しておりますが、当社グルー

プの事業リスクを全て網羅するものではありません。また下記事項は当中間連結会計年度において判断したものであ

ります。

①薬局の経営並びに医薬品、化粧品、日用雑貨等の販売事業に関するリスク

　当社グループにおいては、３種類の店舗形態を運営しております。形態といたしましては、ドラッグストア形態、

調剤薬局形態及び複合形態である調剤併設ドラッグストア形態の３種類です。

グループ全店舗中57店舗で展開する調剤業務は、医薬分業が進展するに従い処方箋の応需枚数が増加することが予

想されます。当社グループでは調剤部によるグループ全体の調剤業務に関する技術や医薬品の知識の向上に取り組

んでおり、調剤過誤を防止すべく万全の管理体制のもと、細心の注意を払い調剤業務を行い、またリスク管理のた

め、全店で「薬局賠償責任保険」に加入しております。しかしながら、調剤薬の瑕疵・調剤ミス等により将来訴訟

や行政処分を受ける可能性があり、その場合、当社グループの社会的信用が低下し、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

 a．当社グループは、取扱い商品の大半を卸業者より仕入れておりますが、仕入れ値が変化する可能性があり、粗

利益への影響を及ぼす可能性があります。

 b．地震等自然災害や犯罪等の被害により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②財政状態及び経営成績に関するリスク

　ドラッグストア業界では、同業他社の積極的な出店による競合に加え、他業種との競合もあり、来店客数の減少、

売上単価の低下などにより当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、同業他社及び他業種の積極的な出店による物件の取り合いにより賃料等の高騰がおこっております。この

ような状況のなか当社グループの新規出店の選定に関し、当社グループの厳格な出店基準に合致する物件がなけれ

ば出店予定数を変更することもあるため、業績見通しに影響を及ぼす可能性があります。

③法的規制に関するリスク

 a．「薬事法」等による規制について

当社グループは、「薬事法」上の医薬品等の販売をするにあたり、その内容により各都道府県の許可・指定・

免許・登録または届出を必要としております。

当社グループは、医薬品販売業許可、薬局開設許可及び保険薬局指定等の許可を受けて営業しております。今

後、医薬品の販売規制が緩和された場合、その内容によって他業種等の参入が容易となり、競争が激化し業績

に影響を及ぼす可能性があります。

 b．薬剤師の確保について

当社グループ業務では、医薬品販売業務や調剤業務は「薬事法」や「薬剤師法」が適用され、薬剤師を従事さ

せることが義務付けられており、在籍薬剤師の人数は新規出店の重要な制約条件となります。

ドラッグストア業界では、同業他社の積極的な出店により、薬剤師の採用に関しても同業他社との競争が激し

くなることが予想され、薬剤師確保にかかる採用費等の高騰も予想されます。また平成18年度より薬科大学が

４年制から６年制に移行し、平成22年度から一時的に薬剤師の新卒者が減少することにより、出店に必要な薬

剤師が確保できない場合は当社グループの出店計画に影響を与え成長が阻害される可能性があり、薬剤師が確

保された場合においても人件費の高騰が続いた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 c．個人情報保護について

当社グループは、ポイントカードシステムの運用に伴う顧客情報、調剤業務に伴う患者情報等を保持しており、

コンピューター管理を行っております。個人情報保護法に基づき、これらの情報管理については万全を期して

おりますが、万が一情報の漏洩があった場合、当社グループは社会的信用を損なうなどの理由により、業績に

影響を及ぼす可能性があります。

④訴訟等に関するリスク

　当社グループは、これまでグループ事業に関連した訴訟を受けたことはなく、法的危機管理に対処する体制を社

内に整えておりますが、医薬品を処方、販売する事業の性格上訴訟を受ける可能性があります。訴訟の内容及び金

額によっては、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑤事業体制に関するリスク

 a．特定人物への依存について

代表取締役社長をはじめとする経営陣は、各事業分野において重要な役割を果たしております。これら役員が

業務執行できない事態となった場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 b．組織の成長について

当社グループでは、市場拡大に応じた人材確保・育成を図っております。しかしながら他社からの引き抜きな

ど事業規模に見合う十分な人員確保ができなかった場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥資産の減損損失について

　当社グループは、店舗等で収益が低下した場合、減損会計の適用により対象となる資産または、資産グループに

対して、固定資産の減損処理が必要になる可能性があります。これにより、当社グループの業績及び財務状態に影

響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況
　当社グループは、株式会社サンドラッグ（当社）及び子会社の株式会社サンドラッグファーマシーズ、株式会社サン

ドラッグファーマシーズの子会社である株式会社コミネの３社により構成されております。

　尚、平成19年３月30日付で、全株式を取得し完全子会社化した株式会社アクトは、当社が平成19年７月１日付で吸収

合併を行っております。

　当社グループは、薬局の経営並びに医薬品・化粧品・日用雑貨等の販売及び卸売を主たる事業としております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

 （１）薬局経営・・・・当社で調剤業務をするほか、子会社の株式会社サンドラッグファーマシーズが調剤業務を行っ

ております。

 （２）医薬品、化粧品、日用雑貨等の販売・・・当社で医薬品、化粧品、日用雑貨等の販売をするほか、子会社の株

式会社サンドラッグファーマシーズが医薬品、医薬部外品の販売をしており、株式会社コミ

ネは医薬品、化粧品、日用雑貨等の販売業務を当社より受託し販売を行っております。

 （３）医薬品、化粧品、日用雑貨等の卸売・・・当社で医薬品、化粧品、日用雑貨等の卸売を行っております。

 〔事業統計図〕

　　以上述べた事項を事業統計図によって示すと次のとおりであります。

（注）１．会社計算規則第95条２項に基づく非連結子会社の株式会社アクトは、当社が平成19年７月１付で吸収合併をいたしまし

た。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、「医薬品・化粧品・日用雑貨の販売及び処方箋調剤」の業務をとおして、毎日が明るく楽しい生

活の創造をめざし、「安心・信頼・便利」の提供をキーワードにトータル的な視点で多くのお客様に支持される信頼

度の高い店づくりを進めることを経営の基本方針としております。

　その実現のため適切な立地の選定や適正規模の確保による店舗開発や、お客様に支持される売場づくり、ローコス

トオペレーションを実現するさまざまな仕組みづくり、高いサービスレベルを支える人材教育などを推進するととも

に、経営資源の効率的な活用と収益性の確保に努めております。

　今後につきましても、これらの基本方針のもと積極的に事業規模を拡大し、地域社会に貢献するとともに、企業価

値の向上に努めてまいります。　  

(2）目標とする経営指標

　当社グループとしましては、総資産経常利益率15.0％以上及び自己資本純利益率15.0％以上を維持することを当面

の主たる経営指標としております。また人材教育、業務の効率化及び新規出店を更にすすめ増収増益をめざしてまい

ります。 

(3）会社の中長期的な経営戦略及び対処すべき課題

　ドラッグストア業界におきましては、今後も引き続き上位企業による大量出店や合併・提携が増加し、更なる経営

競争の激化が予想されます。このような状況を踏まえ当社グループは、高いサービスレベルやローコストを維持しつ

つ業容の拡大を図るため、質の高い新規出店、既存店の活性化、専門性の強化、人材育成の強化及び全国展開に向け

た様々なシステム強化などに取り組みつつ、「安心・信頼・便利」をモットーにローコストと高いサービスレベルを

維持し、リスクに対する対処など、常に問題意識を持ち、財務体質の健全性や安定継続的配当水準を維持し、事業の

拡大を図ってまいります。少子高齢化の流れの中で、お客様の健康に対するニーズは更に高まっていくものと考えて

おります。

またドラッグストア業界におきましては、新規出店の加速化や異業種を巻き込んだ価格競争の激化など、厳しい環境

の中で再編が進行すると思われます。

　こうした状況を踏まえ当社グループは、より多くのお客様が来店しやすく品揃えが豊富で、安心して買い物ができ

る店舗の開発、また高齢化社会を見据えた専門性の高い店舗の開発などの課題に取り組むため次のように対処してま

いります。

 ①出店エリアを拡大し、積極的な新規出店、Ｍ＆Ａ及びフランチャイズ店による全国展開を図ります。

 ②既存店舗のスクラップ＆ビルド及び改装により活性化を図ります。

 ③全国展開に向けた人材の確保と育成、情報システムの強化を図ります。

 ④高齢化社会を見据えた健康に関連する専門的なノウハウの向上を図ります。

 ⑤調剤薬局の新規出店を積極的に展開するとともに、薬剤師のレベルアップを図ります。

(4）会社の経営上重要な事項

 当社は、平成19年３月30日に全株取得した非連結子会社の株式会社アクトを、平成19年７月１日付で吸収合併いたし

ました。
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金  10,102   12,205    11,644   

２．売掛金  5,685   6,961    6,377   

３．たな卸資産  19,163   20,679    19,912   

４．未収入金  5,145   6,203    5,500   

５．その他  1,512   2,491    1,684   

貸倒引当金  △8   △9    △8   

流動資産合計   41,600 55.9  48,532 58.2 6,932  45,111 56.9

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産 ※１           

(1）建物及び構
築物

※２ 8,229   9,049    8,497   

(2) 土地 ※２ 2,520   2,714    2,724   

(3）その他  3,083   3,115    3,039   

有形固定資産合
計

 13,833   14,879    14,262   

２．無形固定資産  3,771   4,029    3,839   

３．投資その他の
資産

           

(1）保証金  9,534   10,423    9,946   

(2）その他  5,773   5,543    6,093   

貸倒引当金  △60   △2    △2   

投資その他の資
産合計

 15,247   15,964    16,037   

固定資産合計   32,852 44.1  34,873 41.8 2,021  34,139 43.1

資産合計   74,452 100.0  83,406 100.0 8,953  79,251 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．買掛金  20,418   22,582    21,798   

２．短期借入金 ※２ 100   －    －   

３．役員賞与引当
金 

 45   50    75   

４．ポイント費用
引当金 

 －   758    －   

５．その他 ※３ 6,888   6,804    6,773   

流動負債合計   27,452 36.9  30,195 36.2 2,743  28,647 36.2

Ⅱ　固定負債            

１．退職給付引当
金

 178   210    194   

２．役員退職慰労
引当金

 150   160    155   

３．再評価に係る
繰延税金負債

 25   25    25   

４．その他  1,138   1,440    1,370   

固定負債合計   1,492 2.0  1,837 2.2 344  1,745 2.2

負債合計   28,944 38.9  32,032 38.4 3,088  30,393 38.4

            

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本         

１．資本金  3,931 5.3 3,931 4.7 － 3,931 5.0

２．資本剰余金  7,409 9.9 7,409 8.9 － 7,409 9.3

３．利益剰余金  40,651 54.6 46,847 56.1 6,196 43,933 55.4

４．自己株式  △3,267 △4.4 △3,600 △4.3 △332 △3,267 △4.1

株主資本合計  48,724 65.4 54,587 65.4 5,863 52,006 65.6

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券
評価差額金

 140 0.2 51 0.1 △88 117 0.1

２．土地再評価差額
金

 △3,356 △4.5 △3,266 △3.9 89 △3,266 △4.1

評価・換算差額等
合計

 △3,215 △4.3 △3,214 △3.8 1 △3,148 △4.0

純資産合計  45,508 61.1 51,373 61.6 5,865 48,857 61.6

負債・純資産合計  74,452 100.0 83,406 100.0 8,953 79,251 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   96,657 100.0  108,455 100.0 11,797  197,768 100.0

Ⅱ　売上原価   74,642 77.2  83,345 76.8 8,702  152,227 77.0

売上総利益   22,014 22.8  25,109 23.2 3,094  45,541 23.0

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

※１  16,019 16.6  18,218 16.8 2,198  32,791 16.6

営業利益   5,995 6.2  6,891 6.4 896  12,750 6.4

Ⅳ　営業外収益            

１．受取利息  25   43    58   

２．新店コーナー
協力金

 95   86    167   

３．その他  30 152 0.1 52 182 0.2 30 61 288 0.1

Ⅴ　営業外費用            

１．支払利息  0   0    0   

２．商品廃棄損  27   42    66   

３．株式分割費用  6   －    6   

４．その他  － 33 0.0 1 44 0.1 10 － 73 0.0

経常利益   6,113 6.3  7,029 6.5 916  12,964 6.5

Ⅵ　特別利益            

１．違約金収入  0   －    0   

２．営業補償金  －   31    －   

３．貸倒引当金戻
入額

 1 2 0.0 － 31 0.0 29 1 2 0.0

Ⅶ　特別損失            

１．固定資産除却
損

※２ 117   35    134   

２．賃貸借契約解
約損 

 10   14    27   

３．過年度ポイン
ト費用引当金
繰入額

 －   676    －   

４．抱合せ株式消
滅差損

 －   100    －   

５．その他  － 128 0.1 4 832 0.8 703 27 189 0.1

税金等調整前
中間(当期)純
利益

  5,987 6.2  6,228 5.7 241  12,777 6.4

法人税、住民
税及び事業税

 2,536   2,919    5,323   

法人税等調整
額

 △37 2,499 2.6 △362 2,556 2.3 57 △38 5,285 2.6

中間（当期）
純利益

  3,488 3.6  3,671 3.4 183  7,492 3.8
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高 （百万円） 3,931 7,409 37,876 △3,267 45,949

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）   △631  △631

利益処分による役員賞与（注）   △82  △82

中間純利益   3,488  3,488

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － 2,774 △0 2,774

平成18年９月30日　残高 （百万円） 3,931 7,409 40,651 △3,267 48,724

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高 （百万円） 151 △3,356 △3,204 42,745

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）    △631

利益処分による役員賞与（注）    △82

中間純利益    3,488

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

△11 － △11 △11

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△11 － △11 2,762

平成18年９月30日　残高 （百万円） 140 △3,356 △3,215 45,508

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高 （百万円） 3,931 7,409 43,933 △3,267 52,006

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）   △757  △757

中間純利益   3,671  3,671

自己株式の取得    △332 △332

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － 2,913 △332 2,581

平成19年９月30日　残高 （百万円） 3,931 7,409 46,847 △3,600 54,587

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成19年３月31日　残高 （百万円） 117 △3,266 △3,148 48,857

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）    △757

中間純利益    3,671

自己株式の取得    △332

株主資本以外の項目の中間連結会計
期間中の変動額（純額）

△65 － △65 △65

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△65 － △65 2,515

平成19年９月30日　残高 （百万円） 51 △3,266 △3,214 51,373

 （注）平成19年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高 （百万円） 3,931 7,409 37,876 △3,267 45,949

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）   △631  △631

剰余金の配当   △631  △631

利益処分による役員賞与（注）   △82  △82

当期純利益   7,492  7,492

自己株式の取得    △0 △0

土地再評価差額金の取崩し   △89  △89

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）

    －

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 6,057 △0 6,057

平成19年３月31日　残高 （百万円） 3,931 7,409 43,933 △3,267 52,006

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高 （百万円） 151 △3,356 △3,204 42,745

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）    △631

剰余金の配当    △631

利益処分による役員賞与（注）    △82

当期純利益    7,492

自己株式の取得    △0

土地再評価差額金の取崩し    △89

株主資本以外の項目の連結会計年度
中の変動額（純額）

△33 89 55 55

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△33 89 55 6,112

平成19年３月31日　残高 （百万円） 117 △3,266 △3,148 48,857

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

     

税金等調整前中間(当
期)純利益

 5,987 6,228 241 12,777

減価償却費  926 1,028 101 1,979

抱合せ株式消滅差損  － 100 100 －

退職給付引当金増加
額

 15 16 0 31

役員退職慰労引当金
増加額

 4 5 0 9

貸倒引当金増加額
（△減少額）

 △3 0 4 0

役員賞与引当金増加
額（△減少額）

 45 △25 △70 75

ポイント費用引当金
増加額

 － 758 758 －

受取利息及び配当金  △28 △45 △17 △61

支払利息  0 0 △0 0

固定資産除却損  106 35 △71 121

役員賞与の支払額  △82 － 82 △82

売上債権の増加額  △405 △885 △480 △1,097

たな卸資産の増加額  △1,599 △443 1,155 △2,347

未収入金の増加額  △399 △682 △282 △755

仕入債務の増加額  1,641 783 △857 3,021

未払費用の増加額  187 134 △53 186

長期預り金の増加額  94 75 △18 326

未払消費税等の増加
額（△減少額）

 △46 42 88 7

その他営業活動によ
る増減額

 183 △403 △586 518

小計  6,631 6,723 91 14,712

利息及び配当金の受
取額

 5 16 11 11

利息の支払額  △0 － 0 △0

法人税等の支払額  △2,793 △2,701 92 △5,409

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 3,843 4,039 195 9,313
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前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)
金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

     

有形固定資産の取得
による支出

 △1,612 △1,661 △49 △3,279

有形固定資産の売却
による収入

 11 － △11 65

無形固定資産の取得
による支出

 △110 △62 47 △341

貸付けによる支出  △382 △318 64 △1,319

貸付金の回収による
収入

 6 47 40 14

保証金の預入れによ
る支出

 △182 △2 179 △592

保証金の返還による
収入

 54 98 43 105

営業権譲受けのよる
支出 

 － △156 △156 －

その他投資活動によ
る増減額

 △380 △356 24 △324

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △2,594 △2,412 182 △5,791

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

     

配当金の支払額  △631 △756 △124 △1,263

自己株式の取得によ
る支出

 △0 △332 △332 △0

株式分割に伴う新株
発行費用の支出 

 △6 － 6 △6

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △638 △1,089 △451 △1,369

Ⅳ　現金及び現金同等物増
加額

 610 537 △72 2,152

Ⅴ　現金及び現金同等物期
首残高

 9,491 11,644 2,152 9,491

Ⅵ　合併に伴う現金及び現
金同等物増加額

 － 23 23 －

Ⅶ　現金及び現金同等物中
間期末(期末)残高

 10,102 12,205 2,103 11,644
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項　　目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (１)連結子会社数　２社

連結子会社は、㈱サンドラッグ

ファーマシーズ、㈱コミネであ

ります。

同　　　　左

 

同　　　　左

 

 (２)　　――――――― 

 

 (２)　　――――――― 

 

 (２)非連結子会社の名称等

 　　非連結子会社

　　　 ㈱アクト

 　（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

ります。

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同　　　　左 (１)持分法適用の非連結子会社及び

関連会社数　　－社

(２)持分法を適用していない非連結

子会社（㈱アクト）は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

連結子会社の中間期の末日は、中間

連結決算日と一致しております。

同　　　　左 連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ．有価証券

子会社株式

―――――――

 

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定）を採用しております。

イ．有価証券

子会社株式

―――――――

 

その他有価証券

時価のあるもの 

同　　　　左

イ．有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法を採用し

ております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算

定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。

時価のないもの

同　　　　左

時価のないもの

同　　　　左

ロ．たな卸資産

(イ）商品

売価還元平均原価法を採用し

ております。

ロ．たな卸資産

(イ）商品

同　　　　左

ロ．たな卸資産

(イ）商品

同　　　　左

(ロ）貯蔵品

最終仕入原価法を採用してお

ります。

(ロ）貯蔵品

同　　　　左

(ロ）貯蔵品

同　　　　左
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項　　目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。

また、主な耐用年数は次のとお

りであります。

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。

また、主な耐用年数は次のとお

りであります。

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。

また、主な耐用年数は次のとお

りであります。

 建物及び構築物 15～50年 建物及び構築物 ３～50年 建物及び構築物 15～50年

 （会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当中間連結会

計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更して

おります。

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は

18百万円減少しております。

（追加情報）

当社及び連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により

取得価格の５％に達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、

取得価格の５％相当額と備忘価

格との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は

４百万円減少しております。

 

ロ．無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における

見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

ロ．無形固定資産

同　　　　左

ロ．無形固定資産

同　　　　左

ハ．長期前払費用

均等償却をしております。

ハ．長期前払費用

同　　　　左

ハ．長期前払費用

同　　　　左

(3）重要な引当金の計上基

準

イ．貸倒引当金

中間期末債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討して

回収不能見込額を計上しており

ます。

イ．貸倒引当金

同　　　　左

イ．貸倒引当金

期末債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討して回収

不能見込額を計上しております。
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項　　目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ロ．役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、

当連結会計年度における支給見

込額の当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

 （会計方針の変更）

　当中間連結会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号　平成17年11

月29日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ45百万円減少して

おります。

ロ．役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、

当連結会計年度における支給見

込額の当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

 

 

ロ．役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、

当連結会計年度末における支給

見込額に基づき計上しておりま

す。

 

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月

29日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ75百万円減少して

おります。

 ハ．　　―――――――

 

 

ハ．ポイント費用引当金

ポイントカードにより顧客に付

与されたポイントの利用に備え

るため、当中間連結会計期間末

において将来利用されると見込

まれる額を計上しておりま

す。 

 

ハ．　　―――――――

 

 

二．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間

末に発生していると認められる

額を計上しております。また数

理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理して

おります。

二．退職給付引当金

同　　　左

二．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。ま

た、数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

しております。

ホ．役員退職慰労引当金

親会社は、役員に対する退職慰

労金の支払に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。

ホ．役員退職慰労引当金

同　　　　左

ホ．役員退職慰労引当金

親会社は、役員に対する退職慰

労金の支払に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(4）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同　　　　左 同　　　　左

(5) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式

を採用しております。

消費税等の会計処理

同　　　　左

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税等は、

当連結会計年度の費用として処理し

ております。

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

同　　　　左 同　　　　左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用してお

ります。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は45,508百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。  

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は48,857百万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。

――――――― （ポイント費用引当金）

　当社のポイントカード制度は、販売

額に応じてポイントを付与し、一定の

ポイントに達した時点で値引処理して

おり、従来はポイントを使用した時点

で費用計上しておりましたが、過去の

ポイントの使用状況について将来使用

されると見込まれる金額の合理的な見

積りが可能となったことにより、当中

間連結会計期間末の残高のうち将来使

用されると見込まれる金額をポイント

費用引当金として計上する方法に変更

しております。

　この変更に伴い、ポイント費用引当

金繰入額のうち当中間連結会計期間に

発生したポイント残高に対応する金額

については販売費及び一般管理費に、

前連結会計年度以前に発生したポイン

ト残高に対応する金額については過年

度ポイント費用引当金繰入額として特

別損失に計上しております。

　これにより従来の方法と比較して、

販売費及び一般管理費は82百万円増加

し、営業利益及び経常利益も同額減少

しております。さらに特別損失は676百

万円増加し、税金等調整前中間純利益

は758百万円減少しております。

―――――――
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額

有形固定資産     8,825百万円 有形固定資産    10,550百万円 有形固定資産     9,726百万円

※２．担保に供している資産 ※２．　　　　　――――― ※２．　　　　　―――――

建物   13百万円

土地    17百万円

計    31百万円

同上に対する債務の額   

短期借入金    100百万円

計    100百万円

※３．消費税等の会計処理

消費税等は仮払消費税等と仮受消費税

等を相殺して流動負債の「その他」に

含めて表示しております。

※３．　　　同　　　　左 ※３．消費税等の会計処理

未払消費税等は、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

  

４．親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行２行と当座

貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

４．親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行２行と当座

貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

４．親会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行２行と当座

貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額    600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額    600百万円

当座貸越極度額       600百万円

借入実行残高 　－百万円

差引額       600百万円

当座貸越極度額   600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額    600百万円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要項目 ※１．販売費及び一般管理費の主要項目 ※１．販売費及び一般管理費の主要項目

給与手当     5,711百万円

賃借料     4,232百万円

役員賞与引当金繰

入額
 45百万円

退職給付費用   63百万円

役員退職慰労引当

金繰入額
 4百万円

販売促進費     1,184百万円

給与手当 6,290百万円

賃借料     4,771百万円

役員賞与引当金繰

入額
   50百万円

退職給付費用     69百万円

役員退職慰労引当

金繰入額
  5百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

給与手当    11,439百万円

賃借料     8,823百万円

役員賞与引当金繰

入額
     75百万円

退職給付費用    127百万円

役員退職慰労引当

金繰入額
9百万円

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物   72百万円

器具備品

 （有形固定資産その他）

  34百万円

撤去費用 10百万円

計   117百万円

建物及び構築物     10百万円

器具備品

 （有形固定資産その他）

    25百万円

計      35百万円

建物及び構築物    84百万円

有形固定資産「その他」    36百万円

撤去費用  12百万円

計   134百万円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式

普通株式（注）1 33,582 33,582 － 67,165

合計 33,582 33,582 － 67,165

自己株式

普通株式（注）2 2,002 2,002 － 4,005

合計 2,002 2,002 － 4,005

（注）1.普通株式の発行済株式総数の増加33,582千株は、株式分割による増加であります。

　　　2.普通株式の自己株式の株式数の増加2,002千株は、株式分割及び単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月24日

定時株主総会
普通株式 631 20  平成18年３月31日  平成18年６月26日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成18年11月15日

取締役会
普通株式 631 利益剰余金 10  平成18年９月30日  平成18年12月15日
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式

普通株式 67,165 － － 67,165

合計 67,165 － － 67,165

自己株式

普通株式（注） 4,005 136 － 4,141

合計 4,005 136 － 4,141

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加136千株は、㈱アクトの吸収合併に反対する株主の株式買取り請求（136千株）

及び単元未満株式の買取り（0千株）による増加であります。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月23日

定時株主総会
普通株式 757 12  平成19年３月31日  平成19年６月25日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成19年11月15日

取締役会
普通株式 756 利益剰余金 12  平成19年９月30日  平成19年12月17日
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前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末株
式数（千株）

発行済株式

普通株式（注）1 33,582 33,582 － 67,165

合計 33,582 33,582 － 67,165

自己株式

普通株式（注）2 2,002 2,002 － 4,005

合計 2,002 2,002 － 4,005

（注）1.普通株式の発行済株式総数の増加33,582千株は、株式分割による増加であります。

　　　2.普通株式の自己株式の株式数の増加2,002千株は、株式分割（2,002千株）及び単元未満株式の買取り（0千株）に

よる増加であります。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月24日

定時株主総会
普通株式 631 20  平成18年３月31日  平成18年６月26日

平成18年11月15日

取締役会 
普通株式 631 10  平成18年９月30日  平成18年12月15日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月23日

取締役会
普通株式 757 利益剰余金 12  平成19年３月31日  平成19年６月25日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係

(平成18年９月30日現在) (平成19年９月30日現在) (平成19年3月31日現在)

現金及び預金勘定    10,102百万円

現金及び現金同等物     10,102百万円

現金及び預金勘定     12,205百万円

現金及び現金同等物     12,205百万円

現金及び預金勘定    11,644百万円

現金及び現金同等物     11,644百万円

２．　　　　　　――――― ２．合併により増加した資産及び負債の主な内

容

当中間連結会計期間に合併した株式会社ア

クトより引継いだ資産及び負債の内訳は次

のとおりであります。

流動資産

固定資産

    801百万円

443百万円

資産合計     1,245百万円

流動負債     1,197百万円

負債合計     1,197百万円

２．　　　　　　―――――

３．　　　　　　――――― ３．当中間連結会計期間に営業の譲受により増

加した資産及び負債の主な内訳

株式会社スズキより譲り受けた資産及び負

債の主な内訳は次のとおりであります。

流動資産

固定資産

のれん

18百万円

27百万円

110百万円

 合計 156百万円

３．　　　　　　―――――

（リース取引関係）

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日現在）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日現在）

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表計
上額

(百万円)

差額
(百万円)

(1)株式 62 298 235 62 150 87 62 261 198

(2)債券          

①国債・地方債等 － － － － － － － － －

②社債 － － － － － － － － －

③その他 － － － － － － － － －

(3)その他 － － － － － － － － －

合計 62 298 235 62 150 87 62 261 198

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結（連結）貸借対照表計上額

 

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日現在）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日現在）

前連結会計年度末
（平成19年３月31日現在）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

その他有価証券    

非上場株式 1 1 1

（デリバティブ取引関係）

　　前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　　　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　　当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

　　　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

　前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１

日　至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）において、医薬品・

化粧品・日用雑貨等の販売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金

額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

　当社グループは前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自

平成19年４月１日　至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）に

おいて、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

　当社グループは前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自

平成19年４月１日　至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）に

おいて、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

────── １．結合当事企業又は対象となった事

業の名称及びその事業の内容、企

業結合の法的形式、結合後企業の

名称並びに取引の目的を含む取引

の概要

──────

(1）結合当事企業又は対象となった事

業の名称及びその事業の内容

 ①結合企業 

株式会社サンドラッグ（当社）

ドラッグストア事業

②被結合企業

株式会社アクト（非連結子会社）

ホームセンター事業

 

（2）企業結合の法的形式

当社を存続会社、株式会社アクト

を消滅会社とする吸収合併。なお、

合併による新株式の発行及び資本

金の増加はありません。

（3）結合後企業の名称

株式会社サンドラッグ

（4）取引の目的を含む取引の概要

株式会社アクトの店舗は横浜市内

に位置し、ドラッグストア事業へ

の業態変換をおこなうことにより、

ドミナント効果の向上が期待でき、

さらに業務の効率化を図るために、

当社は平成19年７月１日付けで株

式会社アクトを吸収合併いたしま

した。

２．実施した会計処理の概要

上記合併は、共通支配下の取引に

該当するものであり、株式会社ア

クトの純資産額と当社が所有する

子会社株式の帳簿価額との差額を

「抱合せ株式消滅差損」として100

百万円特別損失に計上しておりま

す。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額   720円52銭

１株当たり中間純利益金

額
  55円23銭

１株当たり純資産額   815円14銭

１株当たり中間純利益金

額
   58円19銭

１株当たり純資産額  773円55銭

１株当たり当期純利益金

額
118円62銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

当社は、平成18年４月１日付けで普通

株式１株につき２株の割合をもって株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の１株当たり情報に

ついては、それぞれ以下のとおりとな

ります。

前中間連結会計期

間
前連結会計年度

１株当たり純資産

額

　　　630円71銭

１株当たり中間純

利益金額

　　 　59円98銭

潜在株式調整後１

株当たり中間純利

益金額

　　　　―

１株当たり純資産

額

　　　675円47銭

１株当たり当期純

利益金額

　 　 114円59銭

 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額

　　　　―

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

当社は、平成18年４月１日付けで普通

株式１株につき２株の割合で株式分割

を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前連結会計年度に

おける１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

１株当たり純資産額  675円47銭

１株当たり当期純利益金

額
114円59銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
－ 

(注)１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自平成18年４月１日
至平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自平成19年４月１日
至平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自平成18年４月１日
至平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 3,488 3,671 7,492

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
3,488 3,671 7,492

期中平均株式数（株） 63,160,524 63,100,173 63,160,511

株式会社サンドラッグ（9989）　平成 20 年３月期　中間決算短信

－ 28 －



（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 ──────  ────── 合併の予定（吸収合併）

当社は、平成19年３月30日付けで

株式会社アクト（以下「同社」とい

う。）の全株式を148百万円で取得

し、完全子会社といたしました。

なお、平成19年５月15日開催の取締

役会において、当社が存続会社と

なって、同社を吸収合併することを

決議いたしました。

同社は、神奈川県横浜市内において、

ホームセンター事業をおこなってお

りましたが、ドラッグストア事業へ

の業態変換をおこなう予定でありま

す。

 (1)同社の概要

①事業の内容

ホームセンター事業ほか

②直近の財務状況

貸借対照表の要旨（平成19年３

月31日現在）

 （単位：百万円）

科目 金額

 資産 670

 負債 499

 純資産 170

 (2)合併の概要

当社を存続会社とする吸収合併

で、同社は解散します。

①増加資本の額及び新株式の発行

割合

当社は、同社の全株式を所有し

ているため、合併による新株の

発行及び資本金の増加は行わな

いものとします。

②合併期日（予定）

合併期日は平成19年７月１日を

予定しております。

ただし、手続き進行上の必要性

その他の事由があるときは、両

社協議のうえで日程を変更する

ことがあります。 
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５．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

  
第44期中間会計期間末
(平成18年９月30日)

第45期中間会計期間末
(平成19年９月30日)

対前中間
期比

第44期事業年度の要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金  9,964   12,067    11,538   

２．売掛金  5,507   6,722    6,138   

３．たな卸資産  19,077   20,546    19,803   

４．未収入金  5,147   6,205    5,517   

５．その他  1,508   2,473    1,668   

　　貸倒引当金  △6   △8    △7   

流動資産合計   41,198 55.3  48,007 57.7 6,808  44,658 56.4

Ⅱ　固定資産            

１．有形固定資産 ※１           

(1）建物 ※２ 7,369   8,920    8,370   

(2) 土地 ※２ 2,438   2,642    2,642   

(3）その他  3,817   3,076    3,003   

有形固定資産合
計

 13,625   14,639    14,016   

２．無形固定資産  3,770   3,920    3,838   

３．投資その他の
資産

           

(1）保証金  9,493   10,357    9,900   

(2）その他  6,453   6,328    6,774   

貸倒引当金  △60   △3    △3   

投資その他の資
産合計

 15,885   16,683    16,671   

固定資産合計   33,281 44.7  35,242 42.3 1,960  34,526 43.6

資産合計   74,480 100.0  83,249 100.0 8,769  79,185 100.0
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第44期中間会計期間末
(平成18年９月30日)

第45期中間会計期間末
(平成19年９月30日)

対前中間
期比

第44期事業年度の要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．買掛金  20,170   22,264    21,529   

２．短期借入金 ※２ 100   －    －   

３．未払法人税等  2,612   2,993    2,805   

４．役員賞与引当
金 

 45   50    75   

５．ポイント費用
引当金

 －   758    －   

６．その他 ※３ 4,256   3,756    3,927   

流動負債合計   27,185 36.5  29,823 35.8 2,638  28,336 35.8

Ⅱ　固定負債            

１．退職給付引当
金

 173   202    187   

２．役員退職慰労
引当金

 150   160    155   

３．再評価に係る
繰延税金負債

 25   25    25   

４．その他  1,151   1,453    1,383   

固定負債合計   1,500 2.0  1,841 2.2   1,752 2.2

負債合計   28,685 38.5  31,665 38.0   30,088 38.0

            

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本         

１．資本金  3,931 5.3 3,931 4.7 － 3,931 5.0

２．資本剰余金  

(1）資本準備金  7,409 7,409 7,409

資本剰余金合
計

 7,409 9.9 7,409 8.9 － 7,409 9.3

３．利益剰余金  

(1）利益準備金  256 256 256

(2）その他利益
剰余金

    

  　別途積立金  35,250 42,250 35,250

繰越利益剰
余金

 5,433 4,553 8,667

利益剰余金合
計

 40,939 55.0 47,059 56.5 6,120 44,173 55.8

４．自己株式  △3,267 △4.4 △3,600 △4.3 △332 △3,267 △4.1

株主資本合計  49,011 65.8 54,799 65.8 5,787 52,246 66.0

Ⅱ　評価・換算差額
等

        

１．その他有価証
券評価差額金

 139 0.2 50 0.1 △88 116 0.1

２．土地再評価差
額金

 △3,356 △4.5 △3,266 △3.9 89 △3,266 △4.1

評価・換算差額
等合計

 △3,216 △4.3 △3,215 △3.8 1 △3,149 △4.0

純資産合計  45,794 61.5 51,584 62.0 5,789 49,096 62.0

負債・純資産合
計

 74,480 100.0 83,249 100.0 8,769 79,185 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
第44期中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

第45期中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

第44期事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   94,651 100.0  105,983 100.0 11,331  193,470 100.0

Ⅱ　売上原価   74,190 78.4  82,794 78.1 8,604  151,269 78.2

売上総利益   20,460 21.6  23,188 21.9 2,727  42,201 21.8

Ⅲ　その他営業収入   1,332 1.4  1,612 1.5 280  2,825 1.5

営業総利益   21,793 23.0  24,801 23.4 3,008  45,027 23.3

Ⅳ　販売費及び一般
管理費

※１  15,784 16.7  17,966 17.0 2,182  32,338 16.7

営業利益   6,008 6.3  6,834 6.4 826  12,689 6.6

Ⅴ　営業外収益 ※２  153 0.2  187 0.2 34  291 0.1

Ⅵ　営業外費用 ※３  32 0.0  43 0.0 10  71 0.0

経常利益   6,128 6.5  6,979 6.6 850  12,909 6.7

Ⅶ　特別利益   2 0.0  31 0.0 29  2 0.0

 Ⅷ　特別損失   128 0.2  831 0.8 702  189 0.1

税引前中間(当
期)純利益

  6,002 6.3  6,179 5.8 177  12,722 6.6

法人税、住民
税及び事業税

 2,535   2,894    5,299   

法人税等調整
額

 △37 2,497 2.6 △358 2,536 2.4 38 △37 5,261 2.7

中間（当期）
純利益

  3,504 3.7  3,643 3.4 138  7,460 3.9
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）                             　　 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高

 （百万円）
3,931 7,409 256 29,250 8,641 38,147 △3,267 46,220

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立て（注）    6,000 △6,000 －  －

剰余金の配当（注）     △631 △631  △631

利益処分による役員賞与(注)     △82 △82  △82

中間純利益     3,504 3,504  3,504

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
        

中間会計期間中の変動額合計

 （百万円）
－ － － 6,000 △3,208 2,791 △0 2,791

平成18年９月30日　残高

 （百万円）
3,931 7,409 256 35,250 5,433 40,939 △3,267 49,011

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高

 （百万円）
150 △3,356 △3,205 43,015

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立て（注）    －

剰余金の配当（注）    △631

利益処分による役員賞与(注)    △82

中間純利益    3,504

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
△11 － △11 △11

中間会計期間中の変動額合計

 （百万円）
△11 － △11 2,779

平成18年９月30日　残高

 （百万円）
139 △3,356 △3,216 45,794

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）                             　　 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成19年３月31日　残高

 （百万円）
3,931 7,409 256 35,250 8,667 44,173 △3,267 52,246

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立て（注）    7,000 △7,000 －  －

剰余金の配当（注）     △757 △757  △757

中間純利益     3,643 3,643  3,643

自己株式の取得       △332 △332

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
        

中間会計期間中の変動額合計

 （百万円）
－ － － 7,000 △4,114 2,885 △332 2,553

平成19年９月30日　残高

 （百万円）
3,931 7,409 256 42,250 4,553 47,059 △3,600 54,799

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成19年３月31日　残高

 （百万円）
116 △3,266 △3,149 49,096

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立て（注）    －

剰余金の配当（注）    △757

中間純利益    3,643

自己株式の取得    △332

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
△66 － △66 △66

中間会計期間中の変動額合計

 （百万円）
△66 － △66 2,487

平成19年９月30日　残高

 （百万円）
50 △3,266 △3,215 51,584

 （注）平成19年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高

 （百万円）
3,931 7,409 256 29,250 8,641 38,147 △3,267 46,220

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て（注）    6,000 △6,000 －  －

剰余金の配当（注）     △631 △631  △631

剰余金の配当     △631 △631  △631

利益処分による役員賞与(注)     △82 △82  △82

当期純利益     7,460 7,460  7,460

自己株式の取得       △0 △0

土地再評価差額金の取崩し     △89 △89  △89

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
       －

事業年度中の変動額合計

 （百万円）
－ － － 6,000 26 6,026 △0 6,025

平成19年３月31日　残高

 （百万円）
3,931 7,409 256 35,250 8,667 44,173 △3,267 52,246

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高

 （百万円）
150 △3,356 △3,205 43,015

事業年度中の変動額

別途積立金の積立て（注）    －

剰余金の配当（注）    △631

剰余金の配当    △631

利益処分による役員賞与(注)    △82

当期純利益    7,460

自己株式の取得    △0

土地再評価差額金の取崩し    △89

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
△33 89 55 55

事業年度中の変動額合計

 （百万円）
△33 89 55 6,081

平成19年３月31日　残高

 （百万円）
116 △3,266 △3,149 49,096

 （注）平成18年６月開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項　　目
第44期中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

第45期中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

第44期事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

(イ)子会社株式

移動平均法による原価法を採

用しております。

(1）有価証券

(イ)子会社株式

同　　　　左

(1）有価証券

(イ)子会社株式

同　　　　左

(ロ)その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

(ロ)その他有価証券

時価のあるもの

同　　　　左

(ロ)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。

時価のないもの

同　　　　左

時価のないもの

同　　　　左

(2）たな卸資産

(イ)商品

売価還元平均原価法を採用し

ております。

(2）たな卸資産

(イ)商品

同　　　　左

(2）たな卸資産

(イ)商品

同　　　　左

(ロ)貯蔵品

最終仕入原価法を採用してお

ります。

(ロ)貯蔵品

同　　　　左

(ロ)貯蔵品

同　　　　左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。な

お、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。

また、主な耐用年数は次のとお

りであります。

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。な

お、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。

また、主な耐用年数は次のとお

りであります。

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。な

お、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。

また、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物 15～50年

器具備品 ５～８年

（有形固定資産その他）

建物 ３～50年

器具備品 ２～20年

（有形固定資産その他）

建物 15～50年

器具備品 ５～８年

 （会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は

18百万円減少しております。

（追加情報） 

当社は、法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価格の５％に

達した会計年度の翌会計年度よ

り、取得価格の５％相当額と備

忘価格との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益は

４百万円減少しております。
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項　　目
第44期中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

第45期中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

第44期事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）無形固定資産

定額法を採用しております。な

お、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における

見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。

(2）無形固定資産

同　　　　左

(2）無形固定資産

同　　　　左

(3）長期前払費用

均等償却をしております。

(3）長期前払費用

同　　　　左

(3）長期前払費用

同　　　　左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

中間期末債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討して

回収不能見込額を計上しており

ます。

(1）貸倒引当金

同　　　　左

(1）貸倒引当金

期末債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討して回収

不能見込額を計上しております。

 (2) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度における支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上

しております。 

 (会計方針の変更）

　当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」(企業会

計基準第4号　平成17年11月29

日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ45百万円減少しておりま

す。

(2) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度における支給見込額

の当中間会計期間負担額を計上

しております。 

 

 

 (2) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度末における支給見込

額に基づき計上しておりま

す。 

 (会計方針の変更）

　当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基

準第4号　平成17年11月29日）を

適用しております。

　これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ75百万円減少しておりま

す。

 (3）　　―――――――

 

(3）ポイント費用引当金

ポイントカードにより顧客に付

与されたポイントの利用に備え

るため、当中間会計期間末にお

いて将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。  

(3）　　―――――――

 

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末に発生

していると認められる額を計上

しております。また、数理計算

上の差異は、各事業年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。

(4）退職給付引当金

同　　　　左

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。また、

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しておりま

す。

(5）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基づく中

間会計期間期末要支給額を計上

しております。

(5）役員退職慰労引当金

同　　　　左

(5）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。
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項　　目
第44期中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

第45期中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

第44期事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同　　　　左 同　　　　左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を

採用しております。

 消費税等の会計処理

同　　　　左

 消費税等の会計処理

同　　　　左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

第44期中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

第45期中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

第44期事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号平成17

年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は45,794百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号平成17年12

月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は49,096百万円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。

―――――――  （ポイント費用引当金）

　当社のポイントカード制度は、販売

額に応じてポイントを付与し、一定の

ポイントに達した時点で値引処理して

おり、従来はポイントを使用した時点

で費用計上しておりましたが、過去の

ポイントの使用状況について将来使用

されると見込まれる金額の合理的な見

積りが可能となったことにより、当中

間会計期間末の残高のうち将来使用さ

れると見込まれる金額をポイント費用

引当金として計上する方法に変更して

おります。

　この変更に伴い、ポイント費用引当

金繰入額のうち当中間会計期間に発生

したポイント残高に対応する金額につ

いては販売費及び一般管理費に、前事

業年度以前に発生したポイント残高に

対応する金額については過年度ポイン

ト費用引当金繰入額として特別損失に

計上しております。

　これにより従来の方法と比較して、

販売費及び一般管理費は82百万円増加

し、営業利益及び経常利益も同額減少

しております。さらに特別損失は676百

万円増加し、税金等調整前中間純利益

は758百万円減少しております。

―――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

第44期中間会計期間末
（平成18年９月30日）

第45期中間会計期間末
（平成19年９月30日）

第44期事業年度末
（平成19年３月31日）

※１　減価償却累計額 ※１　減価償却累計額 ※１　減価償却累計額

有形固定資産      8,668百万円 有形固定資産      10,375百万円 有形固定資産       9,562百万円

※２　担保に供している資産 ※２　　　　　―――――― ※２　　　　　――――――

建物   13百万円

土地    17百万円

計    31百万円

同上に対する債務の額   

短期借入金 100百万円

計    100百万円

※３　消費税等は、仮払消費税等と仮受消費

税等を相殺して流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

※３　　　　　同　　　　左 ※３　　　　　──────

４　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行と当座貸越契約を締結

しております。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

４　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行と当座貸越契約を締結

しております。これらの契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

４　当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行２行と当座貸越契約を締結

しております。これらの契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額    600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額    600百万円

当座貸越極度額       600百万円

借入実行残高 　－百万円

差引額       600百万円

当座貸越極度額 600百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 600百万円

（中間損益計算書関係）

第44期中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

第45期中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

第44期事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　減価償却実施額 ※１　減価償却実施額 ※１　減価償却実施額

有形固定資産    805百万円

無形固定資産   62百万円

長期前払費用

（投資その他の資産

その他）

  49百万円

有形固定資産       920百万円

無形固定資産     58百万円

長期前払費用

（投資その他の資産

その他）

    35百万円

有形固定資産     1,745百万円

無形固定資産      117百万円

長期前払費用

（投資その他の資産

その他）

      95百万円

※２　営業外収益の主要項目 ※２　営業外収益の主要項目 ※２　営業外収益の主要項目

受取利息   31百万円

新店コーナー協力金   95百万円

受取利息     48百万円

新店コーナー協力金     86百万円

受取利息     70百万円

新店コーナー協力金       167百万円

※３　営業外費用の主要項目 ※３　営業外費用の主要項目 ※３　営業外費用の主要項目

商品廃棄損   26百万円 商品廃棄損     41百万円 商品廃棄損     64百万円

株式会社サンドラッグ（9989）　平成 20 年３月期　中間決算短信

－ 40 －



（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（千株）

当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末株
式数（千株）

普通株式（注） 2,002 2,002 － 4,005

合計 2,002 2,002 － 4,005

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,002千株は、株式分割及び単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（千株）

当中間会計期間増加
株式数（千株）

当中間会計期間減少
株式数（千株）

当中間会計期間末株
式数（千株）

普通株式（注） 4,005 136 － 4,141

合計 4,005 136 － 4,141

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加136千株は、㈱アクトの吸収合併に反対する株主の株式買取り請求（136千株）

及び単元未満株式の買取り（0千株）による増加であります。

 

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（千株）

当事業年度増加株式
数（千株）

当事業年度減少株式
数（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

普通株式（注） 2,002 2,002 － 4,005

合計 2,002 2,002 － 4,005

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,002千株は、株式分割（2,002株）及び単元未満株式の買取り（0千株）によ

る増加であります。

 

（リース取引関係）

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

（有価証券関係）

　前中間会計期間末（平成18年９月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　前事業年度末（平成19年３月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

株式会社サンドラッグ（9989）　平成 20 年３月期　中間決算短信

－ 41 －



（重要な後発事象）

第44期中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

第45期中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

第44期事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

────── ────── 合併の予定（吸収合併）

　　当社は、平成19年３月30日付けで

株式会社アクト（以下「同社」とい

う。）の全株式を148百万円で取得

し、完全子会社といたしました。

なお、平成19年５月15日開催の取締

役会において、当社が存続会社と

なって、同社を吸収合併することを

決議いたしました。

同社は、神奈川県横浜市内において、

ホームセンター事業をおこなってお

りましたが、ドラッグストア事業へ

の業態変換をおこなう予定でありま

す。

 (1)同社の概要

①事業の内容

ホームセンター事業ほか

②直近の財務状況

貸借対照表の要旨（平成19年３月

31日現在）

 （単位：百万円）

科目 金額

 資産 670

 負債 499

 純資産 170

 (2)合併の概要

当社を存続会社とする吸収合併で、

同社は解散します。

①増加資本の額及び新株式の発行割合

当社は、同社の全株式を所有して

いるため、合併による新株の発行

及び資本金の増加は行わないもの

とします。

②合併期日（予定）

合併期日は平成19年７月１日を予

定しております。

ただし、手続き進行上の必要性そ

の他の事由があるときは、両社協

議のうえで日程を変更することが

あります。 
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６．その他
(１)役員の異動

　該当事項はありません。

(２)その他

　仕入及び販売の状況

①仕入の状況 （単位：百万円）

商品別

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

医薬品

等の販

売

％ ％ ％

医薬品 19,066 25.0 20,192 24.1 38,673 25.0

消耗雑貨 12,500 16.4 14,296 17.0 24,789 16.0

化粧品 28,122 36.9 29,905 35.7 57,039 36.9

ベビー用品 2,645 3.5 2,986 3.6 5,536 3.6

その他 13,888 18.2 16,423 19.6 28,523 18.5

小計 76,222 100.0 83,803 100.0 154,562 100.0

不動産賃貸その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0

合計 76,222 100.0 83,803 100.0 154,563 100.0

　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

②販売の状況 （単位：百万円）

商品別

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

医薬品

等の販

売

％ ％ ％

医薬品 26,915 27.8 29,647 27.3 56,012 28.3

消耗雑貨 14,891 15.4 17,021 15.7 29,468 14.9

化粧品 34,054 35.2 37,251 34.3 69,376 35.1

ベビー用品 2,940 3.0 3,335 3.1 6,179 3.1

その他 16,544 17.1 19,608 18.1 33,948 17.2

小計 95,346 98.6 106,865 98.5 194,986 98.6

不動産賃貸その他 1,311 1.4 1,589 1.5 2,782 1.4

合計 96,657 100.0 108,455 100.0 197,768 100.0

　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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